
津市農林業振興補助金交付要綱 

 

平成１８年１月１日訓第４７号  

 

改正 平成１９年２月９日訓第３号 

    平成１９年４月１日訓第１７号 

    平成２１年３月３１日訓第１９号 

平成２４年３月３１日訓第２７号 

    平成２６年３月３１日訓第２０号 

    平成２６年７月３１日訓第５４号 

    平成２８年３月２９日訓第１７号 

    令和３年３月３１日訓第３３号 

    令和４年６月１３日訓第６２号 

    令和５年３月８日訓第１０号 

    令和５年３月２８日訓第１８号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における農業、林業及び畜産業の振興を図るため、 

津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。以下「規則」という。）

の規定に基づき補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （補助金の目的等） 

第２条 補助金の名称、目的、交付の対象となる事業（以下「補助事業」とい

う。）、交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）、交付限

度額及び交付の対象となる者は、別表のとおりとし、予算で定める範囲内に

おいて、これを交付するものとする。 

 （交付申請の期限等） 

第３条 規則第３条第１項の別に定める期日及び同項第４号の市長が必要と認

める書類については、別に定める。 

 （申請の取下げ） 

第４条 規則第７条の市長が定める期日とは、補助金の交付の申請をした者が

規則第６条の規定による決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過す

る日とする。 

 （実績の報告） 



第５条 規則第１２条の規定による実績報告書（規則第６号様式）の提出は、

補助事業が完了した日から起算して２０日を経過した日又は補助金の交付の

決定に係る会計年度が終了する日のいずれか早い日までにこれを行わなけれ

ばならない。ただし、国の補助金の対象となる補助事業が当該会計年度を超

えて継続される場合にあっては、この限りでない。 

２ 国の補助金の対象となる補助事業が会計年度を超えて継続される場合は、

市長が別に定める年度終了実績報告書を補助金の交付の決定に係る会計年度

が終了する日までに市長に提出しなければならない。 

 （委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓は、平成１８年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓の規定は、平成１８年４月１日以後の申請に係る補助金について適

用し、同日前の申請に係る補助金又は助成金については、なお合併前の津市

農林水産業振興補助金交付要綱（平成１２年津市訓第２２号）、久居市農林

関係補助金交付規程（昭和４６年久居市規程第８号）、河芸町農林水産関係

補助金交付規則（平成７年河芸町規則第２号）、芸濃町地域振興事業補助金

交付規則（昭和５０年芸濃町規則第８号）、安濃町重要農産物及家畜増産施

設補助金交付規程（昭和３４年安濃町告示第６号）、（安濃町）主要農作物

以外の農作物による経営の安定化の促進に関する助成金交付要綱（平成１５

年５月１日施行）、一志町補助金等の交付に関する規則（平成１２年一志町

規則第３号）、産業経済関係補助金等交付要綱（平成１３年一志町告示第７ 

号）、白山町産業振興関係補助金等交付要綱（昭和５４年白山町要綱第４号）

又は林業関係事業補助金等交付要綱（昭和５９年美杉村告示第１２号）（以 

下「合併前の要綱等」という。）の例による。 

３ 合併前の要綱等の規定により、営農・生産団体育成補助金、農業後継者育

成補助金、林業研究団体等育成補助金、木材振興対策事業補助金の交付を受

けていた団体への平成１９年度の当該補助金の交付限度額については、別表

の規定にかかわらず、交付対象経費の２分の１の額（平成１７年度に合併前

の要綱等の規定により交付された補助金の額を限度額とする。）とする。 

４ 平成１９年度に美杉地区の団体等に交付する間伐事業補助金（国からの補 



助金の交付を受けている事業に係るものを除く。）の交付限度額については、

別表の規定にかかわらず、交付対象経費の１００分の８６に相当する額とす

る。 

   附 則（平成１９年２月９日訓第３号） 

 この訓は、平成１９年２月１５日から施行する。 

   附 則（平成１９年４月１日訓第１７号） 

 この訓は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年３月３１日訓第１９号） 

 この訓は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３１日訓第２７号） 

１ この訓は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市農林業振興補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の日以後

に着手する補助事業について適用し、同日前に着手する補助事業について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年３月３１日訓第２０号） 

１ この訓は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市農林業振興補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の時点後 

に着手する補助事業について適用し、同日前に着手する補助事業については、

なお従前の例による。 

   附 則（平成２６年７月３１日訓第５４号） 

 この訓は、平成２６年８月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２９日訓第１７号） 

１ この訓は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市農林業振興補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の日以後 

の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金については、

なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月３１日訓第３３号） 

１ この訓は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市農林業振興補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の日以後

の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金については、

なお従前の例による。 

   附 則（令和４年６月１３日訓第６２号） 

 この訓は、令和４年６月１５日から施行する。 



   附 則（令和５年３月８日訓第１０号） 

 この訓は、令和５年３月１０日から施行する。 

   附 則（令和５年３月２８日訓第１８号） 

 この訓は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

別表（第２条関係） 

補 助 金 の 名 称 補助金の交付目的 補 助 事 業 交 付 対 象 経 費 交 付 限 度 額 交付の対象となる者 

農

業

振

興 

国・県対象事業補助金 農業生産組織等の

育成を図る。 

農林畜水産業関係補助

金等交付規則（昭和３

１ 年 農 林 省 令 第 １ ８

号）及び農林水産部関

係 補 助 金 等 交 付 要 綱

（平成２４年三重県告

示第２４９号）に規定

する補助事業 

国・県補助対象事業に要

する費用 

 

総事業費から当該事業につい

て、国及び三重県から交付さ

れる補助金を控除した額の２

分の１に相当する額（国及び

三重県から交付される補助金

の 額 を 超 え な い も の と す

る。） 

市長が適当と認める

団体及び農業協同組

合 

 

 

 

 

 

 

農 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  土地改良事業補助

 金 

 

 

 

 

 

 

 

農業生産の基盤の

整備等を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる事業 

⑴  農業用用排水等施

設整備事業 

⑵ 農道等整備事業 

⑶ ほ場等整備事業 

⑷ ため池等整備事業 

⑸  農用地の改良又は

保全事業 

⑹  農地耕作条件改善

事業 

⑺  農業水路等長寿命

化・防災減災事業 

 

次に掲げる額の合計額 

⑴  事業費から当該事業

について国及び三重県

から交付される補助金

の額を控除して得た額

（ 市 単 独 事 業 の 場 合

は、事業費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 次に掲げる額 

 ア  県営土地改良事業の場

合にあっては、「国営及

び都道府県営土地改良事

業における地方公共団体

負 担 割 合 の 指 針 に つ い

て」（平成３年５月３１

日付け農林水産省構造改

善局長通達）を基本とし

て得た額 

  （主な事業） 

  (ｱ) 農業用用排水等整備

事業 

    ａ １工種 

     交付対象経費から

事業費の１００分の

１５を控除して得た

額 

    ｂ ２工種以上 

     交付対象経費から

事業費の１００分の

１２．５を控除して

得た額 

  ( ｲ )  一般農道（普通農

道） 

     交付対象経費から事業

費の１００分の７．５

土地改良区、農業協

同組合その他市長が

適当と認める団体 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を控除して得た額 

  (ｳ) ほ場等整備事業 

     交付対象経費から事業

費の１００分の１２．

５を控除して得た額 

  (ｴ) ため池等整備事業 

    交付対象経費から事

業費の１００分の６を

控除して得た額 

 イ  団体営土地改良事業の

場合にあっては、交付対

象経費から事業費の１０

０分の１５（辺地対策事

業債を活用する事業及び

津市過疎地域自立促進計

画（平成２７年１２月１

７日策定）２の⑶に記載

された事業に相当する事

業については事業費の１

００分の７．５）を控除

して得た額 

 ウ  県単土地改良事業の場

合にあっては、交付対象

経費から事業費の１００

分の２０（辺地対策事業

債を活用する事業及び津

市過疎地域自立促進計画

２の⑶に記載された事業

に相当する事業について

は事業費の１００分の１

０）を控除して得た額 

 エ  市単独事業の場合にあ

っては、交付対象経費の

１００分の８０（辺地対

策事業債を活用する事業

及び津市過疎地域自立促

進計画２の⑶に記載され

た事業に相当する事業に

つ い て は １ ０ ０ 分 の ９

０）に相当する額 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  事業採択に伴う調査

に要する費用 

⑶ 事務費 

 

 オ  土地改良区等営土地改

良事業の場合にあっては

「土地改良事業における

地方公共団体の負担割合

の指針について」を基本

として得た額 

  （主な事業） 

  (ア) 農地耕作条件改善事

 業 

    交付対象経費に市長

が別に定める負担割合

を乗じて得た額 

  (イ)  農 業 水 路 等 長 寿 命

化・防災減災事業 

    交付対象経費に市長

が別に定める負担割合

を乗じて得た額 

 

⑵ 交付対象経費 

 

⑶  交付対象経費の２分の１

を控除して得た額 

２  災害復旧工事補助

 金 

農地及び施設の災

害復旧を行い、農

業経営の安定を図

る。 

災害復旧事業 総事業費 次の各号に掲げる区分に応じ

当該各号に定める額 

⑴  農地  交付対象経費の１

００分の７０に相当する額 

⑵  施設  交付対象経費の１

００分の８０に相当する額 

土地改良区、農業協

同組合その他市長が

適当と認める団体 

３  排水機電力料・燃

料費補助金 

水による農作物等

の 被 害 を 防 止 す

る。 

農業用用排水施設整備

事業 

排水機の電力料及び燃料

費 

交付対象経費に相当する額 土地改良区、農業協

同組合その他市長が

適当と認める団体 

４  農村環境整備事業

補助金 

農村地域の快適な

生活環境の確保を

図る。 

環境整備事業 総事業費 交付対象経費に相当する額 市長が適当と認める

団体 

５  津市土地改良事業

団体協議会事業補助

金 

土地改良事業の適

切かつ効率的な運

営を確保し、創造

的な地域づくりを

図る。 

次に掲げる事業 

⑴ 地域振興事業 

⑵ 景観形成事業 

津市土地改良事業団体協

議会における地域振興事

業、景観形成事業及び活

動に要する費用 

交付対象経費の２分の１に相

当する額 

津市土地改良事業団

体協議会 



 

 

 

 

林 

 

 

 

 

業 

 

 

 

 

振 

 

 

 

 

 

興 

１  林業研究団体等活

動支援補助金 

林業後継者、林業

従事者等の資質の

向上及び育成強化

を図る。 

林業研究団体等活動支

援事業 

地域の林業振興を目的と

し て 結 成 し た 団 体 の 調

査、研究及び活動に要す

る費用 

交付対象経費の３分の１に相

当する額（１０万円を限度額

とする。） 

市長が適当と認める

団体 

２  木材振興対策事業

補助金 

木材生産技術の向

上及び業界の組織

の 強 化 発 展 を 図

る。 

木材振興対象事業 木材組合等が業界発展の

ために行う事業に要する

費用 

交付対象経費の３分の１に相

当する額 

市長が適当と認める

団体 

３  強い森林づくり促

進事業補助金 

間伐等の森林整備

を促進し、多面的

機能を高度に発揮

する強い森林の形

成を図る。 

次に掲げる事業 

⑴ 間伐促進事業 

⑵  作業道等開設促進

事業 

⑶ 植栽支援事業 

⑷ 作業道改良事業 

⑴⑵⑶  森林環境保全整

備事業実施要領（平成

１４年３月２９日１３

林整整第８８５号林野

庁長官通知）第５の３

に基づき三重県が定め

る標準単価に事業量を

乗じて得た額から当該

事業について国及び三

重県から交付される補

助金の額を控除して得

た額 

⑷  作業道等の改良事業

に要した費用 

交付対象経費の２分の１に相

当する額 

 

市長が適当と認める

団体、森林組合及び

林業従事者 

４  林産物獣害対策事

業補助金 

造林及び林産物の

生産意欲向上及び

健全な森林育成並

びに林産物の安定

な生産を図る。 

林産物獣害対策事業 造林及び林産物における

獣害対策に要する費用 

交付対象経費の１００分の５

０に相当する額（１００万円

を限度額とする。） 

市長が適当と認める

団体、森林組合及び

林業従事者 

 

５  里地里山保全活動

促進事業補助金 

地元住民による地

域の自然を守り育

てる活動を支援す

る。 

里地里山保全活動促進

事業 

次に掲げる額の合計額 

⑴  機械器具又は原材料

費等の購入に要する費

用等 

⑵  普及啓発活動に要す

る費用 

交付対象経費の２分の１に相

当する額 

三重県自然環境保全

条例（平成１５年三

重県条例第２号）第

３０条第１項の規定

による認定を受けた

団体 

６  林道等整備事業補

助金 

林業生産基盤の整

備等を図る。 

林道等整備事業（市単

独 事 業 の も の に 限

る。） 

総事業費 交付対象経費の１００分の８０

に相当する額 

森林組合その他市長

が適当と認める団体 

７  災害復旧工事補助

金 

林道及び作業道の

災害復旧を行い、

林業経営の安定を

図る。 

災害復旧事業 総事業費 交付対象経費の１００分の８０

に相当する額 

森林組合その他市長

が適当と認める団体 



 

 

 


